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脱炭素と持続可能な社会づくりに向けて

二国間クレジット制度（JCM）の
発展と今後の役割



日本の温室効果ガス削減の中期目標と長期目標の
推移
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中期目標

2021年４月22日
温対本部・気候サミット

新たな2030年度目標
2013年度比

46%減
を目指す

さらに、50％の高みに向けて、
挑戦を続けてまいります

（出典）「2020年度の温室効果ガス排出量（速報値）」
及び「地球温暖化対策計画」から作成
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排出量
（億トンCO2換算）

これまでの
2030年度
目標

2013年度比

26%減
（10.42億トン）

2020年度（速報値）
11.49億トン

〈2013年度比18.4％減〉

今世紀後半の
できるだけ早期に
「脱炭素社会」

(排出実質ゼロ)を実現

2050年までに
80%減

長期目標

基準年度 排出量
2013年度 14.08億トン
※削減目標決定時の数値

2014年度以降
7年連続削減

2050年までに
排出実質ゼロ

2020年10月26日
総理所信演説



国 2030 目標 長期目標

日本 -46% 2050年 ネットゼロ排出

メキシコ 自国のみの努力 -22%
国際支援がある場合-36 % 2050年 ネットゼロ排出

チリ 自国のみの努力 95 MtCO2eq 2050年 ネットゼロ排出

インドネシア 自国のみの努力 -29％
国際支援がある場合 -41% 2060年 ネットゼロ

フィリピン 自国のみの努力 -2.71％
国際支援がある場合 -72.29 % 今後策定の方向性

タイ 自国のみの努力 -20%
国際支援がある場合 -25% 

2050年 カーボンニュートラル
2065年 ネットゼロ排出

ベトナム 自国ののみ努力 -9%
国際支援がある場合 -27% 2050 カーボンニュートラル

COP26で各国が表明した気候変動緩和目標



二国間クレジット（JCM）のしくみ

パートナー国 日本

脱・低炭素技術

NDC
GHG緩和目標

二国間協定

資金支援

プロジェクト関係者
(企業・地方自治体）
のノウハウや知識の
共有

JCM
クレジット

コベネフィット

持続可能な開発目標
（SDGs）
開発課題

GHG 削減

JCM は、日本とパートナー国と共同して、温室効果ガス（GHG）削減プロジェクトを実施し、
脱・低炭素技術などを普及させるしくみ。削減したGHGはクレジットにして日本とパートナー
国で分け合う。

NDC
GHG緩和目標

パリ協定6条2項 (協力的アプローチ）



JCM パートナー国

2013年以来、17 カ国がパートナー国として協働している (2022年3月現在)

2013年7月ベトナム

2014年7月メキシコ

2013年12月コスタリカ

2015年5月チリ

2013年8月インドネシア

2014年4月カンボジア

2014年1月パラオ

2017年1月フィリピン

2013年8月ラオス

2013年1月モンゴル2013年3月バングラデシュ

2015年5月サウジアラビア

2013年5月エチオピア

2013年6月ケニア

2015年11月タイ

2013年6月モルディブ

2015年9月ミャンマー

署名年・パートナー国



JCMグローバルパートナーシップ

OECCはJCMの促進的取組を実施しています。
 情報発信
環境省「炭素市場エクスプレス」ウェブサイトや
メルマガ、ヘルプデスクを通じてJCM に関する情
報を発信しています。
 プロジェクトの発掘、形成、実施支援
日本企業や地方自治体とパートナー国のプロジェ
クト参加者をバックアップし、プロジェクトの発
掘、形成、実施支援につなぎます（環境省やADB
のモデルプロジェクト等）。

パートナー国 関係機関との連携

アジア開発銀行、世界銀行、
国連工業開発機関

国際機関

地方自治体

民間企業

世界各国からのプロジェクト
参加

都市間連携

さまざまなステークホルダーと協力した取組の
スケールアップ

パリ協定6条に基づくJCM
プロジェクトの開発と実施

JCMプロジェクトの実施を通じた
持続可能な開発目標（SDGs)への貢献

様々なSDGsの目標への貢献

2030年までに1億トンのGHG削減を目指す

持続可能な開発の促進、環境十全性・透明性の確保



JCM による脱炭素社会とSDGsへの貢献
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蒸気

電気バイオガス

バイオガス

パイナッ
プル残渣

GHG 削減: -52,156 tCO2/年r
(化石燃料使用の削減。これに加え
てメタンガス発生回避も）

電気料金の削減

8

パイナップル缶詰工場におけるバイオガス発電及び燃料転換事業

Replacing grid electricity 
generated from fossil fuel 

Replacing steam 
generated from fossil fuel 

2040年までに1,306 MW のバイオマス電力
の導入を目標とする

[国家再生可能エネルギープログラム 2018-2040]

2030年にBAU比 -75% のGHG排出量
を目標とする

[2021年4月フィリピンNDC 2021]

気候変動緩和政策 エネルギー政策

森林伐採等なし

パイナップル農場

再生可能エネルギーを増やす
会社の戦略にも貢献

環境上のベネフィット プロジェクト参加者へのベネフィット

パートナー国の政策に貢献



【National Action Plan on Sustainable Palm Oil [Presidential Instruction No.6/2019]】
Program C (Environmental Management and Monitoring): Waste management in improving 
environmental hygiene and health issues quicker

Biomass power generation (Aceh, Indonesia)

Before the project

Environmental pollution caused by 
palm waste

 GHG (Methane) emission
 Unsanitary condition (Bugs, odor)

JCM project

Biomass power 
generation [12MW]

Environmental & Sanitation problems 
are improved by using EFB for 
biomass power generation to reduce 
GHG emissions and palm waste 

Oil Palm
Plantation

Palm OilOil mill

Discarded Empty Fruit Bunches (EFB)
Power supply

Reduced waste

Contributions

モルディブでのスマートマイクログリッドシステムによる低炭素化



ベトナムにおける高効率変圧器の導入
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JCM Model Project Solar power plant[8.3MW]

・Stable power supply
・GHG reduction [9585 tCO2/year]

Farming Land freezing

Nov. – Mar.Apr. – Oct.

Stable revenue

Unstable revenue due to 
land freezing during winter

Revenue from 
electricity sales

Dispatching many female workers to agricultural training in Japan utilizing 
the revenue from electricity sales

Employing many female workers in electricity sales departmentJob creation for women

Training for women

Transfer of agricultural tech.

Stable employment

Transferred advanced technology enabling longer farming period

Employment period of many female workers were extended because of 
longer farming period

Principles for achieving the sustainable social development: Ensure gender equality in social 
development and create a pleasant environment for equal participation in social welfare.   

*Source: Mongolia Sustainable Development Vision 2030 (2016)

モンゴル農場での太陽光発電による女性労働者エン
パワーメント



さらにJCMについて知りたい場合は
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動画

グッドプラクティスウェブサイト＆Facebook

メディア メルマガ、ヘルプデスクなど

炭素市場エクスプレスをご覧ください -----> 

http://carbon-markets.env.go.jp/index.html



一般社団法人 海外環境協力センター (OECC)
TEL：03-5812-4104 FAX：03-5812-4105
Website: https://www.oecc.or.jp/
Email: info@carbon-markets.go.jp

ご清聴ありがとうございました。
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https://www.oecc.or.jp/
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